介護予防日常生活支援総合事業に係る事業所評価加算について
【総合事業の事業所評価加算の取扱い】
　総合事業の事業所評価加算については、介護予防通所介護と同様、選択的サービス（運動機能向上サービス、栄養改善サービスまたは口腔機能向上サービス）を行う事業所について、評価対象となる期間において、利用者の要支援状態の維持・改善の割合が一定以上となった場合に、当該評価対象期間の翌年度における当該事業所サービス提供について、１月につき120単位の加算を行うものです。
　
【算定基準適合事業所の条件】
次のいずれにも該当していること。
１．定員利用・人員基準に適合しているものとして、保険者に届け出て選択的サービスを行っていること。
２．評価対象期間における指定介護予防通所介護事業所の利用実人数が10名以上であること。
３．次の基準を満たしていること
①評価対象期間内に選択的サービスを利用した者の数÷
　評価対象期間内に介護予防通所介護を利用した人数≧０．６
②（要支援状態区分の維持者数＋改善者数×２）÷
　評価対象期間内に運動器機能向上サービス、栄養改善サービスまたは口腔機能向上サービスを３月以上利用し、その後に更新・変更認定を受けた者の数≧０．７
※介護保険最新情報　vol.546でご確認ください。
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【評価対象期間】
各年１月から12月までの期間
ただし、基準に適合しているものとして届け出た年においては、届出の日から同年12月までの期間
【加算の申出】
１．提出書類
（１）変更届出書
（２）介護予防・日常生活支援総合事業費算定に係る体制等に関する届出書
（３）介護予防・日常生活支援総合事業費算定に係る体制等状況一覧表
２.提出期限
　毎年10月
３．提出先
通所型サービス（みなし）→県北広域振興局
通所型サービス（みなし以外）→久慈広域連合
【留意点】
・すでに介護予防通所介護において、届出を行っている事業所においても、別途届出が必要となります。
・事業所評価加算の申出がある事業所については、国保連合会で基準を満たすか評価を行います。基準を満たさない場合は、申出をしても加算を算定できません。毎年２月頃までに算定の可否について、久慈広域連合から通知します。
